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はじめに 記憶と表象
靖国神社はいうまでもなく死者を祀るところであるから、靖国をめぐる「戦争の記憶」
は第一義的には死んでしまった兵士及びその遺族にとっての記憶である。この装置(靖国)
が明治維新直後「招魂社」の名前で創建され、戊辰戦争以降の「国軍」の戦死者のみが祀
られてきたこと、大日本帝国時代に陸軍省･海軍省が主管したことはこうした戦争の記憶
に強い「偏向」をもたらした。国家神道という名の強制が強まる過程で、この装置はいっ
そう歪んだ存在となってゆく。敗戦後連合国総司令部はいったん靖国神社廃絶に傾いたと
いわれるが、占領政策の安定のため神社そのものは残すこととなった。1945年12月に司
令部が下したいわゆる「神道指令」??等の史料を一読すると、国家神道を廃し、靖国神社
の国家護持を禁止し、政教分離を徹底することで軍国主義と結びついた異様な装置の「後
始末」が構想されたことが理解される。靖国神社自体は、45年９月に一宗教法人となり
その延命を図っていた。
日本国憲法(47年に施行)第20条は「信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。
いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権利を行使してはならない」、?何
人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない」、?国及びその
機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない」と定めた。
こうして戦後きわめて「中途半端な」存在となった靖国神社とそこに祀られた「英霊」
の扱われ方は、もちろん戦死者の遺族にとっての重大関心事であったと同時に、戦後政治
の一大問題に発展する。この問題を正面からとらえること、すなわち靖国問題の本質をど
う考えるかについては、これまで数多くの論考が取り組んできた。
のちの章でも触れるが、国立国会図書館が最近『新編 靖国神社問題資料集』??を公刊
した。その「解題」で同館専門調査員の春山明哲は、?靖国神社をめぐる諸問題…の問題
領域は国家と宗教の関係、憲法の解釈、といった＜法と政治＞の問題から、日本の伝統文
化･社会慣習、日本人の宗教意識などの＜文化と社会＞の問題、さらには、戦争･植民地･
占領･東京裁判などをめぐる＜歴史と外交＞の問題にまでわたっている」と整理している。
今回、本論が取り上げるのは、ある意味で靖国神社問題の「本質ではない部分」であ
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る。歴代首相が行ってきた靖国神社参拝のあり方を改めて一覧し、特に参拝行為が政治問
題･国際問題化した場合について、その問題が噴出した当時の政治状況や国際関係との関
わりを中心に検討する試みである。その検討の結果、首相の靖国参拝が「靖国神社問題の
本質とはかなりかけ離れた」政治的四則計算の産物であったことを確認したいと考えてい
る。戦後首相の中で、一般に最も「国家主義的」色彩が強いといわれた中曾根康弘でさ
え、靖国神社問題の本質とは大きく離れた位置で参拝を行ったことが明らかになるであろ
う。
１．靖国神社参拝日程の選択
ここで、首相の靖国参拝の歴史を振り返っておこう??。最初に訪れたのは戦後初代首相
東久邇稔彦である、彼は1945年８月18日―敗戦の３日後に参拝している。次代首相の幣
原喜重郎は45年中に２回参拝した。以上は、靖国神社が現行の宗教法人となる前の出来
事である。吉田茂(第一次)、片山哲、芦田均と参拝はなかったが、48年再び首相となっ
た吉田茂が第三次内閣の途中の51年10月に、ほとんどの閣僚、衆参両院議長を伴って初
参拝している(いわゆる「公式参拝」の魁といえる)。吉田は51年９月のサンフランシス
コ講和条約調印を待ってこの参拝を行った。吉田は54年末の退陣までに５回、春または
秋の靖国神社例大祭を選んで参拝した。つづく鳩山一郎･石橋湛山は神社を訪問せず、次
の岸信介が春･秋の例大祭に参拝した。池田勇人は任期中に５回参拝したが、初回を除き、
自らの外遊前日を選んでおり、?他意がない」ことを示そうとしているかのようであった。
池田の後継首相となった佐藤榮作は、在位期間が７年半と長かったこともあるが、延べ
11回(首相として最多)参拝している。65年から68年まで春、69年からは春･秋の例大祭
を選んで参拝している。次いで田中角榮も首相就任翌日の72年７月８日に最初の参拝を
行った他は、任期中春･秋の例大祭に合計５回訪れた。靖国神社の公式祭事の中、主なも
のは年間４回ある。?新年祭」(１月１日～２日)、?春季例大祭」(４月21日～23日)、?み
たままつり」(７月13日～16日＝盆会)、?秋季例大祭」(10月17日～20日)がそれである。
以上見たように、不定期に訪れた池田首相の例を除けば、歴代首相はほぼ全て靖国神社の
例大祭の時期を選んで参拝を行ってきたのである。
２．三木首相の参拝と「公人･私人」論議
終戦記念日の８月15日が登場するのは、前後３回参拝した三木首相の２度目すなわち
1975年であった(残る２回は例大祭)。当時の新聞などメディアの反応を見ると、自民党
内ではリベラルな政治家として知られた三木が、戦後日本の首相として初めて終戦記念日
を選んで靖国神社を参拝したことへの違和感が強く示されている??。三木自身は参拝を終
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えた後の記者質問に対し「参拝は三木武夫が『私人』として行ったものである」ことを強
調した。そして「私的参拝四条件」を説明した。それは、①参拝に際し公用車を用いない
こと ②玉串料は私費から支出すること ③記名簿に「総理大臣」の肩書きをつけず記名
すること ④公職者を同行させないこと―である。その後、靖国神社に参拝する首相や国
務大臣に対して、神社で待ち受ける報道関係者が「公人ですか、私人ですか?」と問い質
す陳腐な光景が出現した。それにもかかわらず公人╱私人論争は後に問題となる「公式参
拝」論争の先駆をなすものであり取り上げる意味を有している。
1955年11月17日政府統一見解によれば「政府としては従来から、内閣総理大臣その
他の国務大臣が国務大臣としての資格で靖国神社に参拝することは、憲法20条３項との
関係で問題があるとの立場で一貫してきている」、?そこで政府としては従来から事柄の性
質上慎重な立場をとり、国務大臣として靖国神社に参拝することは差し控えることを一貫
した方針としてきたところである」??。
３．三木首相の終戦記念日参拝の背景
三木首相が終戦記念日に靖国参拝を行った背景には二つの原因がある。三木政権は、田
中角榮が金権政治批判を受けて退陣した後、自民党長老である椎名悦三郎副総裁の「裁
定」により誕生した政権であること、今ひとつは自民党が繰り返し国会に提出し、野党や
宗教界の激しい反対を浴びた「靖国神社国家護持法案」(以下：靖国法案)が結局廃案とな
ったことである。以下、順に検討しよう。
自民党内では、三木政権は国民の金権批判をかわすための「ショート･リリーフ内閣」
と見られていた。ところが三木は「政治資金規制法」改正に乗り出し、?企業からの政治
献金を３年間で全廃」との方針を公表してしまった。党内根回しも一切なかったことで強
い反対にあい、結局改正案から企業献金廃止に関する部分を削除した。つづいて三木は
「懲りることなく」(某派閥領袖の言)「独占禁止法」改正を打ち上げる。改正案には「企業
分割」条項が含まれることが明らかになるや経済界はもちろん自民党内で激しい反対論が
巻き起こった。しかし三木は恐るべき「粘り腰」を発揮した??。自民党幹部がこぞって反
対する中、野党提案の修正を盛り込み、与野党共同修正案を衆院本会議で可決させた(た
だし、参院自民党の強烈な反発を受け、結局廃案)。一方、政治資金規制法と公職選挙法
のいわゆる「選挙二法」改正は会期ぎりぎりで成立した。特に自民党内部からの反対が強
かった政治資金規制法は参院で賛否が全く同数となり、河野謙三議長の一票で可決され
た。この時の国会では自民党幹部が推していた「酒･たばこ値上げ法案」が廃案となった
こともあり反三木の機運は一気に高まった??。
1975年７月４日に国会が閉幕して１ヶ月、８月早々に三木は「終戦記念日に靖国参拝
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を行う」ことを決断した。中曾根康弘幹事長等から提案があり、政府部内では官房副長官
の海部俊樹が「与党対策」として三木の決断を促していた。三木には終戦記念日を選ぶな
ど全く念頭にはなかったが、政府与党とのこれ以上の分裂をおそれたのである。参拝を決
断した後、三木は内閣法制局と憲法解釈を協議した。先に触れた1955年の政府統一見解
は生きており、内閣法制局は「公人」では憲法違反であるとの見解を示した。同時に、法
制局長官は、どう体裁を整えても、歴とした総理大臣がその時だけ「私人」になることに
はいかにも無理があると抵抗したようであるが、三木は先に示した「四原則」で参拝を強
行したのである。８月15日午前中、総理大臣公用車に乗って日本武道館に赴き「戦没者
慰霊式」に参列した三木が、武道館から神社までは自民党総裁専用車に乗り換え、また同
乗者も武道館へは官庁から出向している秘書官を伴ったが、神社へは議員の私設秘書に入
れ替えた。玉串料の私費支出、記名時に個人名のみとしたことも含め、まさに苦肉の策で
あったろう??。
４．?靖国法案」の敗北と自民党
憲法の政教分離原則に抵触するおそれの強い靖国神社の存在を公的に認知するために、
自民党は有志議員による議員立法で1968年、70年、71年、72年、73年の五次に亙り靖
国法案を提出した。以下、高橋哲哉の記述を参考にこの経緯を略述しよう。まずは靖国法
案の「前史」である。
日本遺族会が1956年１月、靖国神社の「国家護持」要求…を決議すると、自民党
は同年３月それを受けてただちに「靖国社法草案要綱」なるものを発表した。…社会
党も「靖国平和堂に関する法律案要綱」を発表する。靖国神社自身、57年「靖国神
社法案大綱」を発表する。これらはいずれも靖国神社から宗教法人格をはずして国営
化しようとする点で一致していた??。
当初、自民党や社会党の打ち出した案は何れも「神社」の表現を避けており、靖国神社
自身の案でも名称は神社のままであるが、?宗教法人法による法人でなくこの法律による
法人となる」とわざわざ明記している。結局どちらも実現することはなかった。しかし、
1960年代に入り靖国神社国家護持運動はさらに活発になる。自民党は明治維新から100
年を経た68年を「明治百年」として大々的に祝ったが、翌69年が東京招魂社創立百周年
にあたることから、６月に改めて靖国法案を上程した。その条文は以下のようである(第
３条省略)。
第１条：靖国神社は、戦没者及び国事に殉じた人々の英霊に対する国民の尊崇の念
を表わすため、その遺徳をしのび、これを慰め、その事績をたたえる儀式行事等を行
い、もってその遺徳を永遠に伝える。
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第２条：この法律において「靖国神社」という名称を用いたのは、靖国神社の創建
の由来にかんがみその名称を踏襲したのであって、靖国神社を宗教団体とする趣旨の
ものと解釈してはならない。
第４条：靖国神社は、法人とする。
第５条：靖国神社は、特定の教義をもち、信者の教化育成をする等宗教活動をして
はならない。
これほど矛盾に満ちた「法案」も珍しいのではなかろうか。かつて、50年代に構想さ
れた自民党案では、神社の宗教性を示す「英霊」の表現が避けられていたが、靖国法案で
は改めて英霊の文字を記し、?神社を国家が護持する」色彩が濃い法案となっている。し
かしその論理を前面に打ち出せば明白に憲法違反となるため、第２条には矛盾に満ちた
「注記」が掲げられた。すなわち「神社」の呼称は昔からそう呼ばれていたから用いるだ
けで、宗教団体としての神社ではないというのである。それだけではあまりに陳腐なので
「法人」であること、宗教活動をしてはならないと屋上屋を重ねる奇妙な条文が出来上が
った。
国会の審議は紛糾し同法案は４次に亙り廃案となった。５度目、自民党は1974年４月、
衆議院内閣委員会で強行採決し可決した(参院で廃案＝後述)。そしてその直後衆議院法制
局は「靖国神社法案の合憲性」という文書を提出した。一見自民党の靖国法案をサポート
するかに思われたこの文書は靖国神社の国家護持を目指す勢力にとって皮肉に満ちたもの
となった。文書が列挙した「法案が合憲であるため―靖国神社の非宗教性を担保するため
―の条件」の主たる内容は大要以下の通りである???。
① 信者(崇敬者)の教化その他、おみくじの廃止等も含む布教活動的なものの放棄
② 神道を広めることの放棄
③ 祝詞(のりと)の奏上は英霊に対する感謝の言葉に代える
④ 降神、昇神の儀式の廃止
⑤ 御祓(おはらい)の儀式の形式変更
⑥ 拝礼の形式の自由化
⑦ 神職の職名の変更
衆議院法制局は自民党の単独強行採決を見て、この法案にはっきり「釘を刺した」ので
ある。列挙した条件を全て満たさない限りこの法案は憲法違反であると断じたに等しい。
もしもこの条件を満たそうとすれば、もはや靖国は「神社」ではなくなってしまうような
内容であった。そこで、それまでこの法案を推進してきた勢力の中に明らかに分裂が生じ
た。まず、自民党内で比較的穏健なグループの中には、上記の条件を全てのんでも靖国神
社の国家護持が実現するならそれで満足すべきであると考える者があった。他方、これま
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で国家護持を強硬に主張してきた勢力の中で国家主義的色彩の濃い者たちには二つの反応
があった。一つは、このような条件を全て満たした上では最早靖国神社の祭祀･儀式を維
持することは不可能であるとする見解である。皮肉にもその見解は靖国神社自身が共有し
た。?靖国神社は神霊不在、言わば正体不明の施設に堕することは間違いない」???のであ
った。今一つは、途中まですなわち―このような条件を全て満たした上では最早靖国神社
の祭祀･儀式を維持することは不可能である―との認識は同様であるが、ともかくこの法
案を通過させ、その後「伝統」・?慣習」などの名目でなし崩し的に靖国神社の祭祀･儀礼
を復活させようと考えた人々が少数ではあるが存在していた???。
結局、?靖国法案」は衆院で成立したものの、その後送付された参院で74年６月３日廃
案となった???。
自民党が衆参両院で多数派を形成しながら、最終的には「靖国法案」の成立を強行しな
かった原因は、この法案の意味するところが憲法に違反する可能性がきわめて高いこと、
またそれを理由として世論も「靖国国家護持」を支持していないだけでなく、自民党内部
にも反対論が根強く存在したためである。法案の積極派であった人々＝いわゆる党内右
派＝と三木政権に批判的な人々は概ね一致していた。そうした中で、三木が自らの政権担
当を継続しようとすれば、様々な局面で妥協を行う必要があった。三木の政治信条から推
して、政治資金規制法や独占禁止法の改正は必ず達成したい目標であった。例えば前者で
これまで上限無制限であった政治献金の全てに不十分ながら一定の制限を定めたり、一定
以上の金額の寄付についても公開対象にしたり、さらに「五年後に制度を見直す」との附
則を加えたのも三木自身であった。かつて「バルカン政治家」と渾名された三木は、自ら
「核心的」と見なした政策(そこでもぎりぎりの妥協を図りつつ)を実現することに精力を
注入し、それ以外の部分では驚くほどの「柔軟性」を発揮したといえるのではないか。靖
国神社参拝について見れば、それが「私人の行動」と説明可能であると確信した瞬間、三
木にとっては「周辺的」なものに転じたようである。最早その時期が例大祭であるか終戦
記念日であるかに大きな差異を見いだしてはいなかったと思われるのである。三木は、本
意ではなかった参拝に踏み切ることで党内慰撫に努め、同時に憲法違反だけは避けようと
した。つまり初めから「終戦記念日参拝」が構想されたのではなく、国会会期が終了した
のがたまたま７月であったということである。今日まで、初めて終戦記念日に靖国参拝を
行った首相が三木武夫であったことは政界のある種の「ナゾ」とされてきたが、その根拠
は靖国問題の本質とは全く別のところにあったのである。
５．福田首相の靖国参拝
1976年は年明け早々に「ロッキード事件」が発覚し、日本政界ないし日本社会は７月
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の田中前首相逮捕をピークにロッキード一色で推移した年である。アジア社会では76年
は激動の一年であった。中国では周恩来、毛沢東が相次いで逝去、前後して第一次天安門
事件で鄧小平が失脚した。毛沢東死後まもなく「四人組」が逮捕された。韓国では金大中
らが「民主救国宣言」を発表して逮捕された。ヴェトナムがようやく統一された年であ
り、同時にカンボジアでポルポト政権による大虐殺が行われた年でもあった。しかし、そ
うしたアジアの激動も日本には無縁であり、田中逮捕にあたり「指揮権を発動しなかっ
た」ことをきっかけに党内に「挙党体制確立協議会」(挙党協)が結成され「三木おろし」
の嵐が吹き荒れた。自民党が事実上分裂選挙を戦った12月の総選挙で自民党は議席を20
ほど減らし、その責任をとる形で三木は退陣を余儀なくされ、福田赳夫が後継自民党総裁
に選出された。
首相となった福田は77年、翌78年連続で靖国神社春の例大祭に出席した。先に触れた
ように、首相や国務大臣が参拝すると報道陣から「私人か公人か?」の問いかけがなされ
た。国内問題化したのは78年８月15日の参拝である。この時福田は総理大臣公用車に乗
り、官庁派遣の秘書(公職者)を随行させた上で、記帳簿に「内閣総理大臣･福田赳夫」と
記した。にもかかわらず福田は記者団の問いかけに対し「私人としての参拝であります」
と応じた???。メディアは福田の行動と説明の矛盾を激しく攻撃した。しかし、福田の行
動が大きな外交問題にまで発展することはなかった。その理由は、福田参拝の３日前、８
月12日「日中平和友好条約」が締結されたからである。三木内閣期には中ソ対立の狭間
であいまいな態度に終始したため平和友好条約の締結に至らず、福田内閣のもとでようや
く合意に達したのである。
この年は、元号法制化や有事立法研究、年末には日米防衛協力のための指針(ガイドラ
イン)を定めるなど国家主義的な色彩が色濃く表れてきた年でもあった。福田の終戦記念
日の参拝に対し中国側は「慶事に免じて」これを問題化しなかったようである。10月に
鄧小平が来日、?日米安保･自衛隊増強は当然」との刺激的な発言を行って帰国した。
福田が８月15日の靖国参拝にどれほどの重きを置いていたのかについてはよくわから
ない。当時の報道メディアは福田の肉声をあまり伝えていない。福田自身が著した『回顧
九十年』???は彼の率直な政治観を表した著書であるが、ここでも靖国参拝の件には触れて
いない。また福田に近い政治記者清宮龍(福田内閣当時は時事通信社の官邸キャップ)が著
した『福田政権･714日』???にもこの件に関する言及はない。
福田在任中の78年10月17日に、靖国神社は極東国際軍事裁判(東京裁判)におけるA
級戦犯14名を「昭和殉難者」として「合祀」した。この事実は翌79年４月『朝日新聞』
のスクープにより広く知られることとなった。
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６．大平･鈴木首相の靖国参拝
福田の後を受けた大平正芳首相は、上記A級戦犯合祀が明るみに出た２日後、靖国神
社の春季例大祭に出席、その後秋･春の例大祭にも出かけている???。日中国交回復時の外
相であった大平が終戦記念日の参拝を避けたのは理解しやすい。国内メディアはむしろク
リスチャンである大平が靖国参拝を行ったことに注目した。
1980年６月、大平が急逝する。内閣は総辞職し、衆参同時選挙が行われるが、?弔い選
挙」で自民党は衆参共に圧勝した。７月、新首相に鈴木善幸が就任した。鈴木は２年４ヶ
月余の在任中９回も靖国参拝を行った。春季･秋季例大祭に全て出席した他、３年連続終
戦記念日の参拝を行っている。初年度は就任１ヶ月で閣僚のほとんど全員にあたる18名
と一斉に参拝した。ただし記者の質問に対し「公人か私人かは答えない」とした。その頃
鈴木内閣の法相である奥野誠亮が衆院法務委員会の席上、自主憲法制定論をうち上げてい
た。鈴木自身は自民党内でも「護憲派」として知られていたが、直前の靖国参拝と合わせ
憲法軽視と攻撃された。10月28日、政府が「閣僚の靖国神社公式参拝は憲法20条との
関係で問題がある」との答弁書を作成した。これに対し奥野は11月の参院法務委員会で
質問に答え「政府の統一見解は靖国神社への閣僚の公式参拝は合憲とも違憲とも断定して
いない。わたしは違憲ではなかろうと考えている」と述べた。結局のところ鈴木は奥野を
罷免することもできぬまま留任させた???。
鈴木内閣期で今ひとつ触れるべきは、中国･韓国政府が日本の歴史教科書の記述を非難
した、いわゆる「教科書問題」である???。82年６月に国内各紙が文部省の教科書検定を
取り上げ、?侵略」が「進出」に書き換えられた(のちに、この書き換え要請は今回の検定
ではなくもっと以前から行われていたことが判明した)と報道した。中国･韓国が抗議し、
宮澤喜一官房長官が「政府の責任で教科書を是正させる」ことで事態を収拾した。鈴木自
身も国交回復十周年を記念して９月下旬に訪中し、改めて日本政府の方針を説明したので
あった。帰国後まもなく鈴木は退陣を表明した。
７．中曾根首相の登場と靖国神社「公式参拝」
1982年11月、中曾根康弘政権が誕生した。彼は、翌83年１月韓国を訪問して全斗煥
大統領と米･日･韓の同盟化を謳いあげ、翌週は米国を訪れ、レーガン大統領と日米同盟の
強化を唱える共同声明に調印した。記者会見で「日本列島不沈空母論」を披瀝し、?４海
峡防衛、ソ連原潜通過阻止、シー･レーン確保」を打ち出し「日米は運命共同体」である
と語った。帰国後の施政方針演説で中曾根は「戦後史の転換点」の表現を用いて、ソ連の
極東での軍備増強に対抗して日米関係を機軸に防衛力整備を積極的に行う方針を明確にし
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た。一方で内閣発足の翌日趙紫陽首相に電話をし、日中友好進展を呼びかけた。まもなく
衆議院本会議での演説で日中間の広範な協力を訴えたから中国側は好感を示した。
中曾根の靖国参拝は５年間で合計10回に及ぶ。就任翌年の83年４月、春の例大祭に参
拝後、記者に対し「内閣総理大臣たる中曾根康弘が靖国神社の英霊に感謝の参拝をした」
と答えた。メディアも大きく取り上げ、国会でも質疑が行われたが、結局「私的参拝であ
るのに、さも公的参拝であるかのようなポーズをとっている」(参院社会党･野田哲議員)と
されて一段落した。中曾根は引き続き８月15日に参拝、この時も春と同じ回答で記者団
に応えた。中曾根は国会で「公式参拝については、(内閣)法制局においていろいろな意見
がある…したがって…目下、自由民主党において検討し、勉強している」と答弁した。こ
の「検討、勉強」を担ったのが自民党政務調査会内閣部会の「靖国神社問題に関する小委
員会」であり、83年７月、その委員長に中曾根の要請を受けた奥野誠亮が就いた???。奥
野はのべ５回、計12名の学識経験者講師を招いて話を聞いた。12名の中には新日本宗教
団体連合会(新宗連)代表や全日本仏教会代表など公式参拝に強く反対する人々、また公式
参拝に違憲のおそれありとする林修三元･内閣法制局長官なども含まれ、大まかに見て公
式参拝に好意的な者が８名、批判的な者３名、中立１名という顔ぶれであった。翌84年
４月「奥野委員会」は靖国神社の公式参拝は合憲であるとする答申を出し、これが自民党
の党見解となった。
中曾根は84年３月に中国を訪問し大歓迎を受けた。鄧小平、胡耀邦、趙紫陽とも相次
いで会談を行った。しかし、その後日本の軍事拡大路線に対してソ連のみならず中国も強
く反応しはじめた。これを受け、中曾根は「総決算」の象徴として靖国神社公式参拝を総
理大臣の資格で行うことに固執し、85年８月15日に閣僚18人を伴い実現した。85年は
中国にとって「抗日戦争勝利40周年」の年であり、当の８月15日には南京で「南京大虐
殺記念館」が開館し、ハルビンには「七三一細菌部隊遺跡」が建設された。中国外交部発
言人(スポークスマン)は前日の14日に警告を発していたが、参拝強行後は、日本におけ
る反対運動･批判的言動を紹介する形で間接的な非難に止めていた。ところが８月下旬か
ら政府要人による批判が本格化する。 依林福首相、彭真全国人民代表大会(国会)常務委
員長らが相次いで靖国参拝を激しく非難し、９月18日(柳条湖事件記念日)には北京で
「中曾根内閣打倒」、?日本軍国主義打倒」を呼号する学生デモが起こり、北京大学などで
壁新聞が一斉に貼り出される騒ぎに拡大した。事態は再び深刻な外交問題に発展してしま
ったのである???。
横山宏章によれば、中国政府は公式参拝強行には不快感を露わにしながらも、対日批判
が反日運動として社会化･大衆化して日本の経済援助に障害となることのないように配慮
していた???。しかし一方で外交部発言人が９月18日に「靖国公式参拝は、中国人民の感
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情をひどく損なった。中日両国政府の共同声明(72年)と平和友好条約(78年)に規定され
ている原則に基づき中日善隣友好関係を発展させることが中国政府の基本方針である」と
述べた。その後日中外相定期協議に出席するため訪中した安倍晋太郎外務大臣が呉学謙外
交部長との会談で公式参拝に理解を求めたが、呉部長は批判的態度を堅持し、また鄧小平
中国共産党中央顧問委員会主任も安倍外相に対し公式参拝反対の見解を伝えた。結局、中
曾根首相は10月19日に至り靖国神社の秋の例大祭に欠席することを藤波官房長官談話の
形で表明せざるを得なくなったのである。さらに、86年に入り再び中国側に公式参拝の
可否を打診したものの、当然のように否定されその後は任期中一度も参拝を実施しなかっ
た。
８．閣僚の靖国神社参拝問題に関する懇談会(以下「靖国懇」と略称)
中曾根はかつてロング･インタビューに応え以下のように語っている。
占領中はしかたがなかったが、占領政策は終わったのだから、総理大臣はどんな理
屈をつけてでも公式参拝をしなければならない。…そうしたら、遺族会が「靖国神社
に公式参拝しろ」と盛んにいってきて、遺族会青年部が靖国神社で断食をはじめた…
(断食を)なかなかやめない。結局、法制局長官を呼んで、官房長官にも話をして、公
式参拝をすることにして、閣僚の靖国神社参拝問題に関する懇談会(座長、林敬三)と
いう私的諮問機関をつくったわけです???。
?靖国懇」が最終的にどういう報告書を提出したかについては知られているが、懇談会
の議事録は一切明らかにされていなかった。しかし本論冒頭で触れたように、最近、国立
国会図書館が『新編 靖国神社問題資料集』を公刊した???。これは1976年国会図書館が
編集した『靖国神社問題資料集』の「続編」にあたるものである。この新編資料集に「靖
国懇」の議事録等が掲載された。?解題」で国会図書館の春山明哲調査員は、前の資料集
刊行後「三〇年が経過したが…ことに近年小泉純一郎首相が靖国神社の参拝を毎年行うよ
うになってから論議は夥しいものになった。…とくに『靖国懇談会』は、政府レベルでの
戦後初めての本格的な検討であり…きわめて重要なもの…しかし、現在までのところ、内
閣官房においても懇談会関係資料の存在は確認できていないとのことである」と記した。
そこで編者らは「靖国懇」の委員の一人であった佐藤功教授(2006年逝去)の遺品の中か
ら議事概要、主要配付資料、事務局作成の資料などを収録した。個別の委員名を示して、
その発言を明らかにする資料はここには含まれない(春山によればいずれ国会図書館憲政
資料室で公開する予定という)が「主な意見の要旨」として匿名とはいえ重要な発言がお
おかた網羅されている。これほど重要で繰り返し公開要求がなされてきた資料を政府が秘
匿し続けるのは怠慢の謗りを免れないが、国会図書館の努力でともかくも日の目を見た資
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料を活用して、以下「靖国懇」に関して述べることとする。
84年８月３日に第１回が開催され、最終報告書が提出された第21回が85年８月９日
(中曾根「公式参拝」の６日前)に開かれている。?靖国懇」のメンバーは内閣官房長官が
選定したが、座長が林敬三(日本赤十字社社長＝肩書きは当時、以下同じ)、芦部信喜(学
習院大学教授)、梅原猛(京都市立芸術大学長)、江藤淳(東京工業大学教授)、佐藤功(上智
大学教授)、鈴木治雄(昭和電工会長)、曾野綾子(作家)、中村元(東京大学名誉教授)、林
修三(座長代理＝元･内閣法制局長官)、横井大三(元･最高裁判所判事)ら15名である。内
閣側からは藤波孝生官房長官、水平官房副長官、藤森官房副長官、吉居内閣審議室長らが
出席した。委員の出席率は総じて高く、出欠が確認できる17回の内、曾野委員が８回、
鈴木委員が５回、梅原委員が４回欠席しているのが目立つ程度である。議事は、事務局側
が用意する資料の解説を行い、その後は自由討論を行うことを通例としていた。前半期に
提出された資料は、創建以来の靖国神社の歴史を整理したもので、法的側面からの資料も
詳しく準備された。日本各地で起こされた、地鎮祭に自治体や公人が関与し、また玉串料
が公費支出されたことに関する訴訟についても解説が行われた。委員から要望のあった資
料も逐次提出された。例えば諸外国における「国家と宗教との関係及び戦没者の追悼の方
法」に関する調査が行われ、第５回にその結果が報告された???。ただ、当初から「時間
的制約もあり、検討対象はなるべく靖国神社の性格や同神社への閣僚の参拝問題にしぼる
方がよい」(第１回：委員の意見)ことが強調されたように、例えば「A級戦犯合祀」に関
しては第４･５･８･11回で散発的に議論した???他は集中的に討論した形跡はない。最終報
告書でも「配慮すべき事項」の中で靖国神社に合祀される対象として「極東軍事裁判にお
いていわゆるA級戦犯とされた人々が合祀されていることには問題があるとの意見があ
った」と「少数意見の紹介」に留まった。
懇談会は前半の半年は月１回のペースで、合計６回開催されたのに対し、後半の半年で
は15回、ことに最後の７月に３回、８月は９日間に３回開催されていることが目を惹く。
つまりは、85年８月15日から逆算して１年前に懇談会が始められ、当初は毎月１回、合
計12回程度の開催で結論に至る予定であったが、議論が沸騰し途中から開催頻度を月２
回、最後は３回に増やす慌ただしさであったことがわかる。懇談会の議事録を通覧して感
じられるのは、この種の懇談会、審議会と比して、総じて「まじめに」行われている印象
である。公式参拝への批判的見解も丹念に紹介されており、何人かの委員が繰り返し提起
する「違憲のおそれ」、政教分離原則の確認もその都度取り上げられた???。最終報告書の
原案は、７月18日開催の第17回会議後、?林修三座長代理と事務局で作る」ことになっ
たが、第18･19回会議でも相当の異論が出され、二次に亙り修正が行われていることが読
み取れる。最終報告書は今日読み直してみると、首相や国務大臣による「公式参拝」が憲
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法違反である可能性を繰り返し指摘し「こうした見解(立場･意見)に十分配慮すべき…」、
?…のおそれのないよう十分慎重な態度で…」、?いささかもそのような不安を招くことの
ないよう将来にわたって十分配慮…」、?そのような対立の解消、非難の回避に十分つとめ
るよう…」との記述があふれている。しかし結論は「公式参拝可」であった。このことは
「中曾根公式参拝」という結論が先にあり、この懇談会が苦心惨憺してこれに「お墨付き」
を与えるために機能したことを如実に物語っている。もちろん委員の顔ぶれも最終的には
公式参拝可という結論を導き出せるように周到に準備されていたことは言うまでもない。
先に挙げたインタビューで中曾根自身が次のように述懐しているのは興味深い。
…法制局は憲法違反の疑義ありと判断した。…政教分離に反すると…そこで、私が
考えたのは、四日市の訴訟です。これは地鎮祭に市が費用を出して神主を呼んでお祓
いをやったのですが、それが憲法違反であるとして市民が訴訟した。それに対する最
高裁の判決は「…つまり特定宗教を排除しようとか妨害しようとか、そういう意図…
それは政教分離の原則に反する。しかし、そういう目的を持たず、結果も出ない場合
は憲法違反にはあたらない」というものでした。それで、憲法違反にならないやり方
でやれば靖国参拝も可能であると考え…内閣法制局に二説出させた。そして、例によ
って「私はこっちを取る」と。もちろん法制局は抵抗しましたよ。しかし…「神主に
は先導させない、お祓いも受けない。そして二礼二拍手一拝をしない」ということで
押し切りました。…神主は…正式の装束ではなく、いつもの稽古袴のようなものを着
ていました…奥の院の…中には入らず、最敬礼を一回だけやって…しばらく黙禱し
て、そのまますたすたと帰ってきた。神道の儀礼によらずにやったわけだから問題が
ない。神道の形式によらないんだから…国家が戦前に約束したことを履行するという
だけ、英霊を慰めるというだけの話であって…たまたま英霊は靖国神社に鎮まってい
た…何も神社だから行ったのではない。だから憲法違反にはならない…???。
おそるべき論理構成である。中曾根はある意味できわめて正直な政治家であり、これま
でも自らの政治行動について非常に率直にその意図、心情を語ってきたことで知られる
が、以上の解説もまことに正直(であるからこそ問題の多いもの)である。
?戦後史の総決算」とは一つには「戦前を明快に終結する」ことでもあった。国家の最
高責任者たる首相は、?国家が戦前に約束したこと」つまり「英霊は靖国に戻る」ことを
履行してやらねばならない―これが中曾根が「公式」に固執した最大の原因であり、?た
またま英霊は靖国に鎮まっていたからそこに行って慰霊した」のであった。
?靖国懇」は強硬な反対派を抱えながらも、?公式参拝容認」の方向を打ち出した。しか
し参拝にあたり宗教色を排除することが条件となっていた。そこには中曾根も述べるよう
に内閣法制局の強い意向が反映していた。８月12日日本遺族会村上正邦会長(自民党代議
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士)らが靖国神社側と会い、参拝形式を大幅に変更した(宗教色のない)「公式参拝」に理解
を求めた。松平永芳宮司(A級戦犯合祀を決断したことで知られる)は激しく抵抗した。
?一靖国の問題ではなく日本古来の根本がくつがえる…政治のために覆されるのはご免だ
…」しかし翌日「結構です。お引き受けする」と答えた。同時に松永は「神社側の合意を
得たということではない。神をおそれず、伝統をおそれず…精神的に滅びる…」と付け加
えたという。15日の中曾根参拝に際し、神社側が非常によそよそしい対応をした理由は
ここにあった???。
９．その他の歴史(認識)問題
この時期前後して「歴史問題」が発生した???。詳しい記述は省略するが、例えば「日
本を守る国民会議」(現在は「日本会議」と改称)が編纂した高校教科書『新編日本史』(原
書房刊)が民族主義を露骨に打ち出す内容であったため、1986年６月中国･韓国からの激
しい抗議にあい、日本政府は文部省に異例の教科書再検定を指示し、膨大な書き換えが行
われる騒ぎとなった。一方で、86年７月に行われた衆参同時選挙で自民党は衆院で300
議席を超え、参院も140議席以上と圧勝した。国内的には強気の政局運営を目指した中曾
根であったが、この86年の靖国神社公式参拝は、首相、外相ら４閣僚は見送った(ただし
16名の閣僚が大挙して靖国を訪れた)。86年９月、成立したばかりの第三次中曾根内閣
で、文相に任命された藤尾正行が総合雑誌に「日韓併合は韓国にも責任がある」とする論
文を発表し、３日後に中曾根が藤尾を罷免し韓国の全大統領に陳謝の意を伝えた。87年
２月にはいわゆる「光華寮裁判」の大阪高裁判決をめぐり鄧小平や呉学謙が教科書や靖国
参拝と結びつけた批判を公にしたし、折から日本の軍事費が GNP比１％を超過したこと
から再び軍国主義復活の文字が登場した。しかも繰り返し日本政府を譴責する中国側に対
して外務省アジア局長の藤田公郎が駐日中国大使館の徐敦信公使を呼び「中国側は日本の
三権分立を理解していない」旨の発言を行い、さらに６月に入り柳谷謙介外務次官が「鄧
小平も『雲の上の人』になった感じがする。中国要人の一言一句に一喜一憂しないことが
必要だ」との痛烈な発言を行い、中国側の怒りを増幅した。この時も結局は中曾根の裁断
により柳谷の辞任で決着がつけられた。
こうして見てくると、?戦後政治の総決算」を掲げて勇ましく船出した中曾根が単純な
国家主義者ではなかったことが明らかになる。中曾根康弘は自ら「僕なんか、わりにナシ
ョナリストであると思われていますが、しかし
(ママ)
日支関係、日中関係という面を見ると、日
本の方に負い目が多いですよ」???と語る通り、対中関係についていえば抑制された行動が
目立った。一つには靖国神社公式参拝問題がこじれたことから「学習」した側面もある
が、もう一点中国の胡耀邦との信頼関係を構築したことも大きく関わっていよう。首相就
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任１年後の83年11月胡耀邦を日本に招き、個人的にも交友を深めただけでなく胡耀邦の
口から日本の青年3000人を中国に招待するとの提案が行われ(?三千人交流」)84年の国慶
節(10月)に実現した。84年には中曾根自身が訪中し、胡耀邦との首脳会談で前年に提案
していた「日中21世紀委員会」の設置で合意した。後86年12月に「ブルジョワ自由化
問題」で責任を問われ87年１月に党総書記を解任された胡耀邦の「罪状」の一つにこの
三千人交流が挙げられたといわれるが、ともあれ中曾根首相の時代に日中関係は基調とし
ては順調に進行したのであり、中国側も同様の評価を行っていたことは間違いない。それ
だけに靖国参拝問題、歴史教科書を始めとする歴史認識の問題で中国側と生じた軋轢を中
曾根は短時間で解決しようとしたのである。
おわりに その後の首相と靖国参拝
1985年８月15日、中曾根首相の靖国公式参拝を最後に首相の参拝は途絶えた。次に訪
問したのは96年７月、橋本龍太郎首相であった。橋本は遺族会の重鎮(93～95年会長)で
もあり、靖国参拝についても自民党内で最も積極的な議員であり、例大祭、終戦記念日と
もに欠かさず参拝していることで知られている。彼は首相就任早々から８月15日の公式
参拝に積極的であったが、外交的配慮から結局春秋の例大祭、終戦記念日ともに参拝しな
いと言明し、ただし「別の日にプライベートで行く限りは、誰も止められない」???と述べ
た。７月29日靖国神社に昇殿参拝し、?内閣総理大臣 橋本龍太郎」と記帳し、本殿にお
いて二礼二拍手一礼の神式に則った正式な参拝を行った。にもかかわらずあくまでこの参
拝は私的なもので政治的意図はないと強弁したのである。
21世紀に入り、小泉純一郎首相が自民党総裁選挙出馬の際の「公約」として終戦記念
日の参拝を公言し、延べ７回の参拝を行ったことは記憶に新しい。ただし実際に８月15
日に参拝したのは退陣前の2006年「いつ参拝しても、どうせ批判されるなら今年は８月
15日だ」と述べて「公約実現」を行った１回のみである。小泉参拝に関しては近年繰り
返し論じられたのでここでは繰り返さない。なお、?玉串料は私費(ポケットマネー)で」
と言明していた小泉が神道方式を無視した参拝を行い、?本当にポケットから」玉串料を
取り出したことは靖国神社側で語り草になったという。中曾根「公式参拝」の折にもその
「作法」に不快感を隠さなかった靖国神社は今回も同様に首相の「政治的参拝」に不愉快
さを露わにした。
戦後首相の靖国神社参拝はある意味では当然のことながら「政治的な」ものである。ま
ず靖国神社国家護持を画策する自民党内の勢力が繰り返し国会で「靖国法案」成立を目指
し、敗北した。その後、終戦記念日に参拝して大きな問題を引き起こした、特に三木武
夫、中曾根康弘、そして最近の小泉純一郎らの行動を、当時の政治情勢と重ね合わせて観
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察するとき、ある事実に気がつく。それは、歴代首相中靖国神社問題に、自他共に「最も
まじめに取り組んだ」はずの中曾根でさえ、問題の本質とは遠いところで、換言すれば自
らの政権運営や国際関係への配慮を優先し、そして何より自己の政権延命を最大の関心事
としていたことである。公式参拝か公式参拝でないか、公人か私人かという不毛な二者択
一の中に、本来議論すべき本質は埋没してしまったのである。福田康夫前内閣の下で、
早々に福田が首相在任中は靖国参拝を行わないと表明したことで、小泉･安倍晋三両内閣
期に悪化していた日中関係を好転させる助けとなったことはまちがいない。しかし、日本
人にとっての靖国問題の本質部分は全く解決されていないのではなかろうか。
注
(１)?神道指令」の正式名称は「国家神道、神社神道ニ対スル政府ノ保証、支援、保全、監督
並ビニ弘布ノ禁止ニ関スル件」。ただし外務省外交史料館の目録では「神道ノ国家管理廃
止方ノ件」とされている。外務省外交記録：連合軍司令部(GHQ)発日本政府宛来信綴、
1945年12月15日、A’0001－第２リール、0250～0254。
(２)国立国会図書館調査立法考査局編『新編 靖国神社問題資料集』(以下『靖国資料集』)2007
年３月刊。インターネット上でも閲覧できる。今回の公開史料に関し、安倍元首相が「A
級戦犯合祀は神社が行ったことで、厚生省は求められて情報を提示しただけ」(３月29日)
と説明した内容が全く逆で、合祀事務は厚生省が主導していたことが明らかになった。
(３)参拝の具体的な日付は前掲『靖国資料集』所収の「懇談会」第２回(昭和59年９月17日)
添付資料２－⑹「戦後の歴代内閣総理大臣の靖国神社参拝について」によった。
(４)『朝日新聞』1975年８月16日。
(５)中曾根内閣時代のいわゆる「靖国懇」(後述)ではこの政府統一見解が一度も取り上げられ
なかった。
(６)?首相執念の巻き返し」(『朝日新聞』1975年６月24日)。
(７)田中善一郎「第66代三木内閣」(辻清明編『日本内閣史録』第６巻、第一法規、1981年)所
収、p.369-378参照。
(８)中村慶一郎『三木政権･747日』(行政問題研究所＝現･行研、1981年)p.82-85。
(９)高橋哲哉『靖国問題』(ちくま新書、2005年)p.120。
(10)高橋同上書、p.125を基に、一部わかりにくい語を改めカナを付した。
(11)『靖国』＝靖国神社が毎月発行する社報＝1974年９月号。
(12)1974年７月－８月の新聞記事を総合した。
(13)?靖国法案」の解説としては赤澤史朗『靖国神社』(岩波書店、2005年)第４章が優れてい
る。
(14)神社本庁刊の『神社新報』(1978年８月28日付)「論説」は「…いやしくも靖国の英霊に関
する大切な問題について、三百代言的に『私的参拝だ』、『私人としての参拝だ』と弁解し
て通り抜けようとするのは非礼というものである」と厳しく批判した。
(15)福田赳夫『回顧九十年』(岩波書店、1995年)。
(16)清宮龍『福田政権･714日』(行政問題研究所、1984年)。
(17)『大平正芳回想録』(同刊行会編、1981年)「資料編」年表にのみ記載があり、?追想編」では
触れられていない。?伝記編」(鹿島出版会、83年)にも言及はない。
(18)宇治敏彦『鈴木政権･863日』(行政問題研究所、1983年)p.59-71参照。
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(19)別枝「日中政治関係の展開1972～95年」(増田弘･波多野澄雄編『アジアの中の日本と中
国』、山川出版社、1995年)所収、p.229-231及び、波多野「日中戦争の遺産と負債」(同上
書)p.62-66参照。
(20)奥野について詳しくは板垣正『靖国公式参拝の総括』(展転社、2000年)第２章特に p.63-92
参照。
(21)別枝前掲「日中政治関係の展開1972～95年」p.231-235参照。
(22)横山宏章『日中関係の障壁－戦争と友好の代償』(サイマル出版会、1994年)に中曾根イン
タビューが収録されている。靖国参拝ならびに日中関係に関しては p.64-81参照。
(23)中曾根康弘(インタビュー：伊藤隆･佐藤誠三郎)『天地有情』(文藝春秋社、1996年)p.490。
(24)本稿注記⑵参照。?靖国懇」議事録は同書、p.1027-1126。
(25)同上書、p.1065。
(26)同上書、p.1065、1088など。
(27)?靖国懇」委員であった梅原猛は『世界』(2004年９月号、特集「靖国問題とは何か」)で
「懇談会では反対者がわりに多かった。三分の一は反対。芦部信喜さんは頑として憲法違
反だという立場に立ったのです。…結局、投票せずに少数意見も表記するということで…
靖国懇で反対がかなりあったのは日本の知性にとって名誉なこと…」と述べた。憲法学者
４名中２名が公式参拝賛成、２名が反対だったという。
(28)中曾根前掲『天地有情』p.490-491参照。
(29)板垣前掲『靖国公式参拝の総括』p.117-121。
(30)別枝前掲「日中政治関係の展開1972～95年」p.234、前掲波多野「日中戦争の遺産と負債」
p.65-66。
(31)横山前掲『日中の障壁―戦争と友好の代償』p.77。
(32)橋本は何の前触れもなく、自らの誕生日である７月29日に参拝した。
〔島根県立大学教授(日中関係史)2002～04年度総合研究20(戦争の記憶と忘却をめぐる闘
争)学外研究員〕
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